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前回委員会での主な意見と取り組み
①ダムサイトや事業費・工期の精査を踏まえ、河川整備計画の変更等の手続きを

進めていただくとともに、早期にダム本体工事に着手できるよう適切な事業監理
に努めること。

<事業進捗状況>
○山鳥坂ダム建設予定地については、詳細な地質調査等を踏まえた

事業費・工期の精査の結果、ダムサイトを上流側に変更する。

【肱川水系河川整備計画（令和元年12月）での記載概要】

○洪水流量の低減と合わせ、流水の正常な機能の維持のために必要な流量を確保するために、山鳥坂ダム
を建設する。これにより、既設の鹿野川ダム、野村ダムと合わせて、大洲基準地点において、戦後最大
洪水規模の6,200m3/sに対し1,600m3/sの調節を行い、河道整備流量を4,600m3/sとする。
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河川整備計画の点検

河川整備計画【変更案】の公表
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前回委員会での主な意見と取り組み
○肱川水系河川整備計画（令和４年６月）での山鳥坂ダム建設予定位置についての記載内容
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前回委員会での主な意見と取り組み
【事業再評価について】

②新規事業採択時評価
・新規事業の採択時において、費用対効果分析を含めた事業評価を行う。

③再評価
・事業採択後一定期間（直轄事業等は3年間、補助事業等は5年間）が経過した時点で未着工の事業、事業採択後長期間（5年間）
が経過した時点で継続中の事業、社会情勢の急激な変化、技術革新等により実施の必要が生じた事業等において再評価を行う。
必要に応じて見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められない場合には事業を中止する。

④完了後の事後評価
・事業完了後に、事業の効果、環境への影響等の確認を行う。必要に応じて適切な改善措置を行う他、同種事業の計画・調査の

あり方等の検討に活用する。

 公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、各段階において事業評価を実施するもの。

（新規事業採択）（着工） （完了）（計画段階）

（３年未着工） （再評価実施後５年毎） （完了後５年以内）

（５年継続）

計画段階評価
新規事業

採択時評価
再 評 価

完了後の
事後評価

①計画段階評価
・地域の課題や達成すべき目標、地域の意見等を踏まえ、複数案の比較・評価を実施。
・事業の必要性及び事業内容の妥当性を検証。

R04時点

第7回肱川流域学識者会議資料 抜粋
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前回委員会での主な意見と取り組み

再評価の視点
① 事業の必要性等に関する視点
１）事業を巡る社会経済情勢等の変化
２）事業の投資効果
３）事業の進捗状況

② 事業の進捗の見込みの視点
③ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

四国地方整備局事業評価監視委員会
・大学教授、経済界、法曹界等で構成
・事業評価監視委員会による意見具申
・審議の公開等により透明性を確保
・事業評価監視委員会の意見の尊重

対応方針（原案）
・「継続」又は「中止」等
・評価結果、対応方針の決定理由等を公表

肱川流域学識者会議 （令和4年4月22日開催）

 河川整備計画策定後の計画内容の点検等のために学識経
験者等から構成される委員会等が設置されている場合は、
事業評価監視委員会に代えて当該委員会で審議を行うも
のとされており、肱川流域学識者会議にて審議を実施。

一般的な公共事業 今回の場合

以下の条件に合致する場合は省略可能
① 費用対効果分析の要因に変化が見られない場合
② 費用対効果分析を実施することが効率的でないと

判断できる場合

 再評価の視点と実施体制は以下の通り。

審議結果の報告

R04再評価は、事業費・工期の変更など省略条
件を満たさないため、重点審議とする。

肱川水系河川整備計画の変更を進めており、国土交通省所管公共事業の再評価実施要領の「第４ １(4)」の記載
より、河川整備計画の変更を行う場合には再評価の審議を実施する必要があるとともに「第３ １(5)社会経済情勢
の急激な変化、技術革新等により再評価の必要が生じた事業」に該当するものと捉え、再評価を実施。

第7回肱川流域学識者会議資料 抜粋

9



前回委員会での主な意見と取り組み

項 目 細 別 全事業 残事業 摘 要

総費用

事業費[現在価値化］
1,490億円

【1,221億円】

576億円

【698億円】

便益には不特定の便益も含む

維持管理費[現在価値化] 54億円 54億円

総費用(C) 1,544億円 630億円

総便益

便益[現在価値化] 1,799億円 1,207億円

残存価値［現在価値化］ 41億円 30億円

総便益(B) 1,840億円 1,237億円

費用便益比 Ｂ／Ｃ 1.2 2.0

純現在価値 Ｂ－Ｃ 295億円 607億円

経済的内部収益率 5.4％ 14.2％

費用便益分析表（全体事業・残事業）

◆山鳥坂ダム建設事業の費用対効果算定期間

評価基準年度 令和４年度

整備期間 昭和６１年～令和１４年（４７年間)

評価対象期間 昭和６１年～令和６４年(整備期間＋整備完了後50年間)

◆事業の投資効率性

※総費用の欄の事業費【 】内の数値は、現在価値化前の事業費（消費税控除後）。 ※四捨五入の関係で内訳等が一致しない場合がある。

第7回肱川流域学識者会議資料 抜粋
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代替案の可能性
 治水・利水の各目的に対して、山鳥坂ダムを建設する案について、それ以外の代替案と比較したところ、最も安価

であり、山鳥坂ダムを建設する案が有利との結論は変わらないことを確認している。

治水対策案の比較 完成までに要する費用

+

河
川
整
備
計
画
の
治
水
対
策

（（築
堤
・掘
削
等
）

山鳥坂ダムの建設 約 980億円

河道の掘削 約1,470億円

河道の掘削＋引堤＋堤防のかさ上げ 約1,550億円

遊水地（掘削有り）＋引堤＋堤防のかさ上げ 約1,360億円

遊水地（掘削無し）＋河道の掘削

＋引堤＋堤防のかさ上げ
約1,490億円

遊水地（掘削無し（小））＋河道の掘削

＋引堤＋堤防のかさ上げ
約1,510億円

既設ダムかさ上げ（野村ダム）＋堤防のかさ上げ 約1,630億円

輪中堤＋樹林帯等＋宅地のかさ上げ、ピロティ建築等

＋河道の掘削＋引堤＋堤防のかさ上げ
約1,620億円

利水対策案の比較 完成までに要する費用

山鳥坂ダムの建設 約 330億円

河道外貯留施設 約1,000億円

ため池 約1,640億円

海水淡水化 約 640億円

ダム再開発（鹿野川ダムかさ上げ） 約1,530億円

ダム再開発（野村ダムかさ上げ） 約 670億円

ダム再開発（鹿野川ダムかさ上げ、野村ダムかさ上げ） 約1,240億円

ダム再開発（鹿野川ダム貯水池掘削・かさ上げ） 約2,710億円

ダム再開発（野村ダム貯水池掘削・かさ上げ） 約1,580億円

ダム再開発（鹿野川ダム貯水池掘削・かさ上げ、

野村ダム貯水池掘削・かさ上げ）
約2,770億円
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※河川整備計画において想定している目標と同程度の目標を達成することを基本とし、評価年度を令和３年度として算出


